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○静岡ヘリポート運用管理要綱 

平成15年４月１日 

告示第21号 

改正 平成17年３月23日告示第82号 

平成18年７月５日告示第367号 

平成29年３月31日告示第170号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、静岡ヘリポート条例（平成15年静岡市条例第239号。以下「条例」という。）

第１条に規定する静岡ヘリポート（以下「ヘリポート」という。）の運用及び管理に関し、

条例及び静岡ヘリポート条例施行規則（平成15年静岡市規則第228号）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、「場周飛行経路」とは離着陸するヘリコプターの流れを整えるた

めに滑走路上空周辺に設定される飛行経路をいい、「その他の指定飛行経路」とは場周飛行

経路以外の飛行経路で、指定管理者が指定するものをいう。 

（平18告示367・一部改正） 

（場周飛行経路等の設定） 

第３条 ヘリポートに場周飛行経路及びその他の指定飛行経路を設定する。 

２ 前項の場周飛行経路及びその他の指定飛行経路は、別図１に表示するとおりとする。 

（離着陸の方法） 

第４条 ヘリポートに離着陸しようとする者は、前条に規定する場周飛行経路及びその他の指

定飛行経路を経て離着陸しなければならない。ただし、不時着の場合、災害を避けるため必

要な場合その他飛行の安全を確保するためやむを得ないと乗組員等が認める場合は、この限

りでない。 

（運用時間外の利用許可基準等） 

第５条 条例第５条第１項の規定による指定管理者の運用時間外のヘリポートの利用許可は、

次に掲げる場合に行うものとする。 

（１）消防署、警察署その他の公共機関が、消火、警備、救難等の緊急活動のため離着陸す

る必要があると指定管理者が認めるとき。 

（２）報道機関が、災害及び社会的に重要な事件、行事等の報道取材を行うため離着陸する

必要があると指定管理者が認めるとき。 
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（３）重要かつ公共的な目的のため離着陸する必要があると指定管理者が認めるとき。 

２ 条例第５条第２項に規定する条件は、次に掲げるとおりとする。 

（１）消防署、警察署その他の公共機関の諸活動を最優先とし、この諸活動に支障を生じな

いように努めること。 

（２）緊急時における飛行の特殊性に鑑み、協力し、かつ、連携して飛行するように努める

こと。 

（３）ヘリポート及びその周辺地域について、ヘリコプターの離着陸に支障がないことを自

ら確認して利用すること。 

（４）安全対策のため、必要に応じて保安要員を置くこと。 

（５）非常事態の発生に備えて消防署及び警察署と協力体制をとる等、万全の安全対策をと

ること。 

（６）騒音については十分配慮し、飛行方法、飛行経路等についても万全の対策をとること。 

（７）ヘリポートの利用に当たって事故が発生したときは、利用者がその責めを負うこと。 

（８）ヘリポートの利用に当たっては、指定管理者の指示に従うこと。 

（平17告示82・平18告示367・一部改正） 

（条例中の指定事項） 

第６条 条例中の指定管理者が指定する場所等は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定めるとおりとする。 

（１）条例第６条に規定する指定管理者が指定する場所 別図２に表示するエプロン内の各

スポット（６箇所） 

（２）条例第８条第１号に規定する指定管理者が指定する区域 別図２に表示する制限区域

のうち、滑走路、誘導路及びエプロンを除く部分 

（３）条例第８条第２号に規定する指定管理者が指定する場所 別図２に表示する駐車場 

（４）条例第11条第４号に規定する指定管理者が指定する場所 別図２に表示する危険物施

設 

（５）条例第11条第５号に規定する指定管理者が指定する場所 管理者が別途指定する場所 

（６）条例第11条第６号に規定する指定管理者が指定する場所 別図２に表示する管理棟並

びに格納庫及び危険物施設に附属して設けられる事務所 

（平18告示367・平29告示170・一部改正） 

（制限区域での車両の使用） 

第７条 条例第８条第１号に規定する制限区域（以下「制限区域」という。）で同条ただし書
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の規定により車両を使用しようとする者は、指定管理者の承認を受けなければならない。 

２ 前項の規定により承認を受けようとする者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める申請書により指定管理者に申請しなければならない。ただし、緊急を要する場合その

他特別の理由により、当該申請書を提出することが困難な場合は、口頭等により行うことが

できる。 

（１）常備車両の使用の場合 静岡ヘリポート制限区域車両使用承認申請書（常備車両用）

（様式第１号） 

（２）臨時車両の使用の場合 静岡ヘリポート制限区域車両使用承認申請書（臨時車両用）

（様式第２号） 

３ 指定管理者は、前項の申請を承認したときは、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める承認証を申請者に交付するものとする。ただし、同項ただし書の規定による申請の場

合は、当該承認証の交付を省略するものとする。 

（１）常備車両の承認の場合 静岡ヘリポート制限区域車両使用承認証（常備車両用）（様

式第３号） 

（２）臨時車両の承認の場合 静岡ヘリポート制限区域車両使用承認証（臨時車両用）（様

式第４号） 

４ 指定管理者は、必要があると認めるときは、前項に規定する承認に条件を付けるものとす

る。 

５ 第３項の規定により承認証の交付を受けた者は、次に掲げる事項を守らなければならない。 

（１）承認証を運転席の表示可能な場所に表示すること。 

（２）承認証は、厳重に管理するとともに、本来の目的外で使用し、第三者に貸与し、又は

譲渡しないこと。 

（３）承認証を紛失し、汚損し、又は破損したときは、速やかに指定管理者に届け出ること。 

（４）承認証が不要となったときは、速やかに指定管理者に返納すること。 

６ 制限区域で車両を使用するときは、時速15キロメートル以下で走行し、ヘリコプターの乗

組員、旅客、走行車両等と事故を起こすことがないように常に安全に留意するとともに、管

理者の指示に従わなければならない。 

（平18告示367・一部改正） 

（制限区域への立入り） 

第８条 条例第９条第２号及び第３号に掲げる者が制限区域に立ち入る場合は、指定管理者の

承認を受けなければならない。 
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２ 前項の規定により承認を受けようとする者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める申請書により指定管理者に申請しなければならない。ただし、緊急を要する場合その

他特別の理由により、当該申請書を提出することが困難な場合は、口頭等により行うことが

できる。 

（１）ヘリポートに勤務する者の立入りの場合 静岡ヘリポート制限区域立入承認申請書（常

勤者用）（様式第５号） 

（２）前号に掲げる者以外の者の立入りの場合 静岡ヘリポート制限区域立入承認申請書（一

般者用）（様式第６号） 

３ 指定管理者は、前項の申請を承認したときは、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める承認証を申請者に交付するものとする。ただし、同項ただし書の規定による申請の場

合は、当該承認証の交付を省略するものとする。 

（１）ヘリポートに勤務する者の承認の場合 静岡ヘリポート制限区域立入承認証（常勤者

用）（様式第７号） 

（２）前号に掲げる者以外の者の承認の場合 静岡ヘリポート制限区域立入承認証（一般者

用）（様式第８号） 

４ 指定管理者は、必要があると認めるときは、前項に規定する承認に条件を付けるものとす

る。 

５ 第３項の規定により承認証の交付を受けた者は、前条第５項第２号から第４号までの事項

及び承認証を左胸部に表示することを守らなければならない。 

６ 制限区域に立ち入るときは、ヘリコプターのローターが回転しているときにヘリコプター

の後部へ回り込み、又は背後からヘリコプターに近づかないこと等、常に安全に留意すると

ともに、指定管理者の指示に従わなければならない。 

（平18告示367・一部改正） 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成15年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、合併前の静岡ヘリポート運用管理要綱（平成４年静岡

市告示第105号）の規定によりなされた手続その他の行為は、この告示の相当規定によりなさ

れたものとみなす。 

附 則（平成17年３月23日告示第82号） 
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この要綱は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年７月５日告示第367号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日告示第170号） 

この告示は、平成29年４月１日から施行する。 

別図１（第３条関係） 

別図２（第６条関係） 

（平29告示170・全改） 
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様式第１号（第７条関係） 

（平17告示82・平18告示367・一部改正） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

（平18告示367・一部改正） 

様式第４号（第７条関係） 

（平18告示367・一部改正） 

様式第５号その１（第８条関係） 

（平17告示82・平18告示367・一部改正） 

様式第５号その２（第８条関係） 

様式第６号（第８条関係） 

様式第７号（第８条関係） 

（平18告示367・一部改正） 

様式第８号（第８条関係） 

（平18告示367・一部改正） 


